
タクシー特措法の施状況等

【タクシー特措法の制定趣旨】【タクシ特措法の制定趣旨】

平成２０年２ 、交通政策審議会において、供給過剰がタクシー事業を巡る諸問題の根本的

な問題であり、各地域ごとに多様な関係者による総合的な取り組みが重要であるとの答申がな

され、当該答申を踏まえ、供給過剰の問題の解決を図るため、タクシー適正化・活性化特措法され、当該答申を踏まえ、供給過剰の問題の解決を図るため、タクシ適正化活性化特措法

（以下「旧タクシー特措法」という。）を案。

【タクシー特措法の施状況等】【タクシー特措法の施状況等】

◆平成２１年６ ：旧タクシー特措法の成

◆平成２１年１０ ：旧タクシー特措法の施（順次、特定地域に指定し、最で１５７地域))
◆平成２５年１０ ：  党、公明党及び主党の三党共同で第１８５回臨時国会に改正タク

シー特措法案を提出

◆平成２５年１１ ：【衆／国交委】法案審議（３ ５時間）◆平成２５年１１ ：【衆／国交委】法案審議（３．５時間）

【参／国交委】法案審議（２．２５時間）

衆議院・参議院ともに賛成多数により可決

◆平成２６年１ ：改正タクシー特措法の施

（関係法令を制定し、旧タクシー特措法の特定地域を準特定地域に指定)
◆平成２６年４ ：公定幅運賃制度の導◆平成２６年４ ：公定幅運賃制度の導

◆平成２６年１０ ：準特定地域の直し（１地域を追加指定、３地域を指定解除）

◆平成２６年１２ ：特定地域の指定基準をパブリックコメント -1 -

別紙２

裏面あり



タクシー「サービス向上」「   安利」推進法による制度変更のポイント

新旧

原 ◆新規参：許可制 原 ◆新規参：許可制

特措法

新規参 許可制  新規参 増 禁

特定地域（  指定・運審諮問） 準特定地域（  指定）

新規参 許可制

特定地域（   指定）

原

則

◆新規参：許可制

◆増 ：届出制

◆動認可運賃（下限割れには厳正な審査）

原

則

◆新規参：許可制

◆増 ：届出制

◆動認可運賃（下限割れには厳正な審査）

◆新規参：許可制

◆増 ：認可制

◆公定幅運賃（下限割れには変更命令）

◆新規参・増：禁

◆強制ある供給削減措置

◆公定幅運賃（下限割れには変更命令）

独禁法適除外

◆新規参：許可制

◆増 ：認可制

◆動認可運賃（下限割れには厳正な審査）

独禁法適 協議会 協議会協議会

期間３年 期間３年期間３年

独禁法適

事業者計画

営業法による

削減の申出

地域計画
地域計画

活性化事業計画

新規参・

増への意

地域計画

認

可

認

定

認

可

特定事業計画
認

定
全ての合意事業者

が事業者計画の認

事業者 事業者事業者
事業者計画

合意事業者

以外

新規参の許可

増の認可

（ 主的な需要活性化策と

併せて供給削減措置を実施）

国

営業法による削減の

勧告・命令

性化事業

事業者 国

可 定特定事業計画定 が事業者計画の認

可を受けることが

必須
意聴取（ 主的な需要活性化策と

供給削減措置を実施）
（ 主的な需要活性化策と

併せて供給削減措置を実施）

以外

全国 指定地域 特定指定地域

タ ク 特法

全国 指定地域 特定指定地域

※指定事由がなくなったと認める

ときは指定期間に関わらず解除
※指定事由がなくなったと認める

ときは指定期間に関わらず解除

※指定事由がなくなったと認める

ときは指定期間に関わらず解除

全国 指定地域
（政令で指定）

特定指定地域
（政令で指定）

― 登録制

〔講習〕

登録制

〔試験〕

過労運転防措 義務付

全国 指定地域
（告で指定）

特定指定地域
（告で指定）

登録制

〔試験〕

登録制

〔試験〕

登録制

〔講習〕

道路運送法 ◆過労運転防措置の義務付け

過労運転の防に関する規定を省令から法律に引き上げ

◆事業者に対する適正化事業の実施

  貨物動運送事業法と同主旨の規定を整備
―
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